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日本と台湾における環境関連ビジネス

チャンスを調べてみた。日本では、社会全

般にビジネスチャンスがある、と言う見方

をしているのに対し、台湾は、どちらかと

言うと消費者との関連で見ているようだ。

しかし意識は、大陸との関連ビジネスを見

据え、政府自ら大きく動こうとしている。  

 
■環境ビジネスのチャンスとは何か 
 

 ある本（＊１）によると、 

①経済発展が膨大な環境ビジネス市場を生 

 み出した。「経済発展=環境破壊」であっ 

 た。ここにビジネスがある。 

②補助金・助成金の種類・額が大きくなっ 

 ている。 

③環境に対する法規制が、毎年厳しくなっ 

 ている。 

④環境ビジネス参入により企業価値が高ま 

 る。 

⑤不況のときこそ、環境ビジネスがモノを 

 いう。 

⑥すべての業種・業界に提案でき、すべて 

 の業種・業界が参入できる。 

⑦政権政党がかわった。より環境ビジネス 

 を推進することになる。 
 

と述べている。これは、台湾でも同じこと

だ。特に台湾の場合は、⑦が大きい。 
 

 台湾では、政府自身が環境ビジネス商機

のためのHPを提供している。ちなみに環境

ビジネスについては中国語で「緑色」と表

記する。たとえば環境関連企業は、緑色関

連企業と言う。大事なキーワードである。

中国関連ビジネスの場合は、この字に注目

していただきたい。 

 

 環境ビジネスとは６種類に分けられる。

１．清潔生産技術、２．回収再生資源、

３．再生資源よりモノを作る技術、４．環

境保全産業、５．再生エネルギーとその製

造技術、６．環境保護、をキーワードとす

る技術である。環境ビジネスにおける商機

は環境におけるマイナス点を商機とするも

の（例えば、汚染問題）、そしてプラス点

は危機を転機としたビジネスであり、どち

にらしろ大きな商機をもたらすだろう。環

Page 1 

境ビジネスの先進企業として、ペリエ、

IKEA、マクドナルド、The Body Shopをと

りあげて説明している。 

 

■台湾政府自ら推進 
 

 台湾における環境ビジネスについては

こうも記述している。「台湾は、世界的

に見ても、まだ意識が低い。現在、台湾

における環境問題に関する意識は、廃棄

物を減らそうと言う動きに過ぎない。環

境ビジネスにおける企業モデルの確立に

は至っていない。よって、台湾経済部で

は、環境ビジネス推進のために2004年か

ら『綠色商業行銷推廣計畫』(環境ビジネ

スマーケッティング推進計画)を打ちだし

た。」 
 

 台湾において、環境ビジネスのビジネ

ス意識、環境ビジネスの更なる創造を、

政府自ら推して行く姿勢を出した。例え

ば昨年末は、銀行の看板を次から次へと

かけ換える様子を見た。不思議に思い調

べると、看板の中に蛍光灯を使ってはい

けない法律が制定されたのだ。よって銀

行等は、LEDをバックライトとした看板に

付け替えを余儀なくされている。政府が

積極的に推進していることを実感した。

このHPの活動内容を見ていると、消費者

との関連ビジネスを中心に打ち出してい

ることがわかる。環境ビジネス商品HPを

見るとイメージ的に判りやすい。 

http://www.buygreentw.net/ 

（環境ビジネス商品を取扱う企業HP） 

  

 環境関連ビジネスHPのリンクとしては

次を参照されたい。 

http://gcis.nat.gov.tw/greenbusiness/

Links.aspx （台湾経済部中部辧公室HP） 

現地発！ 

台湾月刊レポート  31 

Ｐ１ 

Ｐ２ 

最新的上海 

～現地レポート～ 22 

Ｐ３ 

米国向け輸出を 

される方へ 

Ｐ４ 

中国長春からの便り Ｐ４ 

お知らせ Ｐ５ 

目次 

■中国  13～19日 春節 

■香港  13日 旧暦正月の元日 

     15日 旧暦正月の2日目 

     16日 旧暦正月の3日目 

■韓国  13～15日 旧正月 

■ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ14～15日 中国暦新年 

■ﾀｲ      15日 中国正月 

■ﾍﾞﾄﾅﾑ  13～16日 ﾃﾄ(旧正月) 

     17～18日 旧正月振替 

             休日 

■米国  15日 ﾜｼﾝﾄﾝ誕生日 

■ﾛｼｱ   22日 2/27を労働日 

                とする代替休日 

     23日 祖国防衛の日 

 

 

世界の祝日 ２月 

出所：ジェトロ通商弘報 

「世界の祝祭日2010年版」から 

＜次頁へ続く＞ 

現地発！台湾月刊レポート 31 
環境ビジネスのチャンスについて 

写真： 

蛍光灯のバッ

クライトから

LEDに変更。ぎ

らぎらした感

じ か ら、し っ

とりした感じ

になった。  
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■日本にとって環境ビジネスとは？ 
 

 では、マクロの視点として捕らえた環境ビジネスは、

どうであろうか。まず環境ビジネスの市場規模について

日本の環境庁HPから見てみたい。まず環境ビジネスとは

何か。これには環境ビジネス分類を見ればわかりやすい

と思う。OECDが環境ビジネスを分類している。詳細項目

はHPを見ていただきたい。 
 

“The Environmental Goods & Services Industry 

(1999)より” 

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=4132 

（環境省ＨＰ） 
 

Ａ．環境汚染防止 

  装置及び汚染防止用資材の製造 

  サービスの提供 

  建設及び機器の据え付け 

Ｂ．環境負荷低減技術及び製品 

 （装置製造、技術、素材、サービスの提供） 

Ｃ．資源有効利用 

 （装置製造、技術、素材、サービス提供、建設、機器 

  の据え付け） 
 

 ちなみに日本政府は、「環境省では、OECDの環境ビジ

ネスの分類に基づき、環境ビジネスの市場規模及び雇用

規模に関し、2000年、2010年及び2020年における環境ビ

ジネスの市場規模及び雇用規模について推計を行ないま

した。その結果、環境ビジネスの市場規模は、2000年に

は29兆９千億円だったものが、2010年には47兆２千億

円、2020年には58兆４千億円になると推計され、雇用規

模については、2000年には76万９千人だったものが、

2010年には111万９千人、2020年には123万６千人になる

と推計されました。環境保全に資する技術、製品、サー

ビス等を提供する環境ビジネスは、環境への負荷の少な

い持続可能な社会経済システムの形成に重要な役割を担

うものであり、環境省としては、環境産業の振興ひいて

は環境と経済の統合に向けた取り組みを引き続き進めて

参ります。」 
 

 「今回の調査結果における、現在及び将来の市場規模

及び雇用規模の大きなビジネス分野としては、 
 

＊廃棄物処理サービスの提供 

 （一般廃棄物の処理、通常の産業廃棄物処理、中間処 

  理、収集・運搬等） 

＊再生素材資源有効利用 

 （各種の中古品流通、資源回収等） 
  

 また、今後市場規模及び雇用規模が顕著に増加又は減

少すると見込まれるビジネス分野としては、 
 

＊大気汚染防止用装置及び汚染防止用資材の製造（増） 

 （光触媒、触媒、排ガス処理装置等） 

＊教育・訓練・情報サービスの提供（増） 

 （環境報告書、環境監査、ISO14000取得コンサル等） 

＊環境負荷低減及び省資源型技術、プロセス（増） 

 （省エネルギーコンサル（ＥＳＣＯ事業）） 

＊省エネルギー及びエネルギー管理（増） 

 （燃料電池車、新エネ売電、燃料電池等） 

＊騒音、振動防止設備建設及び機器の据え付け（減） 

 （防音工事、防振工事） 

が挙げられます。今回の調査結果では、2010年の市場規

模及び雇用規模ともに前回調査を上回る規模になると推

計されており、今後も環境ビジネスの市場規模及び雇用

規模の拡大が見込まれます。」と記述している。 

 

■中国大陸との環境保全ビジネス 
 

 一方、台湾では、環境ビジネス市場を中国大陸との関

係で見ている。例えば、海協會長陳雲林氏により「中国

大陸との環境関連ビジネスは、６兆日本円を超過だ!」

と年末に報道された。巨大市場である。この報道で、台

湾株式市場も大きく値を飛ばした。ちなみに上記に挙げ

た本では環境ビジネスを、大きく８つに分類し、伸びる

ビジネスを紹介している。()内は、中国語表記をしてみ

た。ビジネス感覚としては、こちらが分かりやすい。 
 

１．エネルギー分野(節約能源):省エネ、太陽光発電、 

  バイオ燃料 

２．廃棄物処理&リサイクル(廃棄物処理&資源回収): 

  一般廃棄物、リユース&リサイクル、食品リサイク 

  ル、レアメタルリサイクル 

３．水(水)：排水浄化 

４．土壌(土壌): 排水汚泥の削減 

５．空気・大気(空気・大気)：排ガス対策や臭気対策 

６．CO2関連(CO2関連) 

７．エコグッズ・エコ素材・エコ製品(環境素材) 

８．環境サービス(環境服務)：シミュレーションソフト 
 

 これらが、環境ビジネスのキーワードであり、台湾で

も同様であろう。 
 

 台湾の昨年12月30日付け聯合報新聞社説では、次のよ

うに述べている。要旨にすると、題名は「綠色王道：綠

色採購、綠色製程、綠色貿易」。台湾企業は、環境ビジ

ネスを意識せねば、企業として生存できない。環境ビジ

ネス関与というのが、王道である。それは、材料購買、

製造、貿易など、すべてに環境を考えて行動せねばなら

ない。それは、これからの世界常識でもあるのだ。とま

で述べている。 
 

 特に中国大陸ビジネスについては、環境汚染が激しい

事に対し、今後、環境保全が大事なビジネスになる。つ

まり台湾も政権交代により、大陸とのビジネスが、大き

く躍進している。日本企業も台湾企業との共同研究、共

同開発、共同ビジネスによって、市場が大きく開ける可

能性があることを感じていただきたい。個別企業の取り

組みに関しては、次回に述べたい。 

 

 

 
 

 

 

 

（＊１）参考文献 

50兆円市場を狙え。新規事業は環境ビジネスで仕掛けな

さい!（中経出版、2009/12） 

【㈱スナーク 富田】 

写真: 

台北市内ビルの屋

上緑化。林状態に

なっている。  
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昨年は、金融危機の余波がまだ色濃く残る中の幕明け

だった。近年続いた中国の経済成長は、貿易黒字と外国

からの投資に支えられていたが、あの経済危機は、外資

依存から内需拡大という大きな政策転換の契機となり、

数々の内需拡大を後押しするための政策が打ち出された

ことは周知の通りである。 

  

■消費刺激政策の継続 
 

今年も昨年からの流れに引き続き、更に内需拡大を進

めるべく、商務部から、農村と都市消費の拡大、買い換

えの推進、クレジットカードとインターネット消費の促

進、祝祭日・イベント消費の促進という方針が発表され

た。 
 

 昨年打ち出された消費刺激政策はいずれも今年末まで

実施を延長された。 
 

○家電下郷（農村部への家電製品普及） 

 ・対象製品の価格上限引上げ 

○汽車下郷（農村部への自動車・二輪車普及） 

 ・二輪車の補助金支給は2013年１月31日まで延長 

○小型車減税（1600cc以下の小型車を対象にした自動車 

 取得） 

 ・2010年末まで延長（但し、税率５％から7.5％に変 

  更され、減税幅は縮小） 

○中古車買い換え支援 

 ・一台当たり最大6000元から18000元に増額 

○中古家電買い換え支援：対象地域拡大 
 

昨年からの政策を基本的には継続しつつ、支援効果の

高かった政策に対しては更なる補助金の充実を図ってい

る。例えば、昨年11月24日までで6990台の中古車に対し

5843万元の補助金が支給され、それに対する新車販売額

は約10億元であった（2009/11/24時点）。その結果、上

記のとおり、中古車買い換え支援に対する補助金支給は

大幅に増額されている。 

 

■中国のネット販売事情 
 

 ネット販売の売上高は年々鰻上りである(下図参照)。

中国インターネットネットワーク情報センター（CNNIC 

：中国のインターネットの情報収集・調査を行う非営利

団体）によれば、ネット販売利用者は昨年比38.9％増加

の8788万人で、上半期の取引額は1195億元に達した。イ

ンターネット利用者は３億人を超えているといわれてい

るが、そのうちネット販売を利用するのは、３割未満。

ネットショッピングをしない人の理由は、「慣れていな

い」という利用者の知識不足によるもののほか、決済や

物流面での不備などが挙げられている。そのため、ネッ

ト販売利用者の半数が「実物を確認してからでないと」

との感想を持っている。そのような理由もあり、日本で

はネット販売はクレジットを利用した販売や前金制度が

一般的だが、中国では代引き払いが一般的だ。ただ、こ

のような問題点は、必ずしも法律やインフラの整備だけ

でなく、売り手側のモラルの向上も必要だろう。ユニク

ロが百貨店などでの店舗展開によってブランド力と信用

性を培った上で、ネット販売により売上を伸ばしたのも

上記のような中国のネット販売事情が関係している。 

 

■2010年も中国消費市場に期待 
 

国営シンクタンクの社会科学院によれば、2010年末

には国民一人当たりのＧＤＰが4000米ドルに迫ると発表

した。北京や上海では、すでに一人当たり１万ドルを突

破している。このように中国では、都市による格差が大

きい上に、人口も多い。平均というものは指標に過ぎな

いが、かつて日本では高度経済成長期と呼ばれる60年代

から70年代にかけて、国民一人当たりのＧＤＰが3000米

ドルから4000米ドルに成長しており、家電製品の普及や

マイカーブームが起こった。石油ショックや大阪万博も

この頃だ。そして今年、中国も上海万博を迎える。秋に

は伊勢丹が上海で２店舗目の出店、2012年の高島屋出

店、ディズニーランドの建設など中国の消費市場はこれ

からがますますおもしろい。  

【㈱チャイナワーク 孫】 

インターネット利用人口とオンラインンショッピング利用人口
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《ＣＮＮＩＣの2009年調査より》 

最新的上海 ～現地レポート～ 22 

2010年も消費拡大に向けて 
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米国では2001年の９.11テロ以降、物流チェック強化

に力を入れており、それによって2009年１月から「10＋

２（テン・プラス・ツー）ルール」の試行が開始され、

2010年１月26日からは罰則を伴う本格実施となる。この

ルールでは、輸入貨物に関する情報を船積み前にＣＢＰ

（米国税関国境保護局）へ申告することが求められてい

る。その最終責任者は輸入者であり、申告内容に不備が

あった場合には輸入者が罰則を科せられる。輸出者が正

確な情報を提供しなければ、船積み不許可や、荷揚げ禁

止、また、輸入者がその貨物の取り扱いを拒否するとい 

ったことも想定されるため、輸出者と輸入者の協力が必

要である。 
 

その名のとおり、輸入者に求められる情報が10項目、

船社に求められる情報が２項目ある。 

  

《輸入者に求められる情報10項目》 

１．船積み24時間前までに申告： 

 ①売り主 

 ②買い主 

 ③輸入者登録番号/外国貿易地帯(FTZ)申請者識別番号 

 ④荷受人番号 

２．船積み24時間前まで 

 （但し、米国到着24時間前まで修正可能） 

 ⑤製造業者（または、サプライヤー） 

 ⑥配送先 

 ⑦原産国 

 ⑧商品のHTSUS番号 

３．到着24時間前まで（できるだけ早い時期） 

 ⑨コンテナ詰め込み場所 

 ⑩混載業者 

《船社に求められる情報２項目》 

 ①船積み計画書 

 ②コンテナ状況 
 

 この他、米国経由で第三国へ輸出される貨物に対して

も５項目の提出が実輸送者に対し義務付けられている。 
 

 本件に関する詳細やご不明な点については、お近くの

通関業者等へお問合せいただきたい。 

【ジェトロ貿易相談デスク 黒住】 

 私がいる長春は、冬になるとマイナス20度以下まで冷

え込むようになります。この年末年始はマイナス30度を

下回りました。人生初体験の寒さです。この温度になる

と、寒いというより針を刺すような痛さを感じます。一

日中氷点下のため、鳥取では見られない光景をよく目に

します。路上でアイスがそのままの状態で売られていた

り、バスの窓の内側が凍っていたり、街を歩く人が防寒

対策としてマスクをしていたり（露出する肌をできるだ

け少なくするため）、風呂上がりに外に出ると、知らな

いうちに髪が凍っていたりと驚くことが多々あります。

今回はそんな長春の冬の一部をご紹介します。 
 

 長春は大陸性気候のため雪はそんなに降りませんが、

薄くてもカチカチに凍った雪や氷が表面を覆い、路面は

ツルツルになります。しかし、バスやタクシーを含め、

ほとんどの自動車が冬用タイヤを付けていません。聞い

たところによると、冬用タイヤ自体があまり流通してい

ないようです。皆さん慣れた様子で運転していますが、

冬は事故が多いのも事実です。私なんかは、道を横断す

る時などはいつも以上に気を使いますし、タクシーに乗

る時は「急いでないからゆっくり走って」とお願いして

います。 
 

 長春には南湖という満州時代に造られた大きな人工湖

があります。春から秋まではボートで遊ぶ人たちで賑わ 

っていますが、冬になると厚い氷が張り、天然のスケー

トリンクになります。料金が１回10元（約140円、靴レ

ンタル代込）と安いため、子供から大人まで多くの人で

賑わっています。私は見たことありませんが、なかには

その氷を割って寒中水泳している人もいるとか・・・も

はや驚くしかありません。 
 

 このように外は極寒になる長春ですが、室内はかなり

快適です。「暖気（ヌアンチー）」という温水暖房管が

どの建物にも設置されており、11月頃から春先まで絶え

ず運転されているためです。電気・ガス・水道と同様に

長春では欠かすことのできないインフラ設備と言えるこ

の暖房設備があるため、室内は服一枚で過ごせるくらい

快適です。乾燥にさえ気を付ければ、日本より過ごしや

すいかもしれません。先日、市内某所でこの「暖気」管

が壊れてしまいました。半日で復旧しましたが、壊れて

いる間、部屋の中も極寒の世界になり、改めて長春にお

ける「暖気」のありがたさを実感しました。 
 

 最後に、中国の年越しについて。中国は正月を旧暦で

祝うため（「春節」といいます）、新暦の年越しはそん

なに重要ではありません。街の様子も普段と大差ありま

せんでした。実際、12月31日まで仕事がある会社も多い

ようです。日本人の私としては、大晦日くらいは家で休

みたいと思ってしまいますが・・・。文化の違いは理解

できても、一度身についた生活習慣はなかなか変わらな

いものです。こたつに入って紅白でも見ながら過ごした

いと思った年越しでした。  

写真： 

長春など中国北部では、なくて

はならない設備「暖気」。床下

に一面に敷いて床暖房にしてい

る家もあります。 

米国向け輸出をされる方へ 
１月26日から「対米10＋２ルール」が本格実施 

中国長春からの便り 
極寒の大地で温かい冬を過ごす知恵 

【鳥取県文化観光局交流推進課 中国吉林省派遣 金田】 
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編集後記 

 

とっとり貿易支援センター 

貿易に関する相談はこちらの窓口へ 
 

 

【東部窓口】 

■（財）鳥取県産業振興機構企業支援部 

 海外支援グループ 

 ℡ 0857-52-6703 

■ジェトロ鳥取貿易情報センター 

 ℡ 0857-52-4335 
 

【西部窓口】 

■㈱さかいみなと貿易センター 

 ℡ 0859-47-3900 

■境港貿易振興会 

 ℡ 0859-47-3905 
 

【その他関係機関】 

■境港管理組合港湾管理委員会事務局 

 ℡ 0859-42-3705   

■ジェトロ貿易相談デスク 

 ℡ 0859-45-2203   

『とっとり・グローバルウォッチ』では、皆様から、内容のご提案や掲載され

ている情報へのご意見・ご感想をお待ちしております。メールでお気軽にお寄

せください。また、受信希望（無料）の方は下記までご連絡ください。 

 

お問い合せ： (財)鳥取県産業振興機構企業支援部 

          海外支援グループ（担当：早川） 
 

       E-mail：kaigai@toriton.or.jp   

       ℡：0857－52－6703 FAX：0857－52－6782 

 昨年11月頃から、秋田県を訪れる韓国人観光客が大幅に増加しているそうで

す。秋田～韓国仁川間では飛行機が週３便運行していますが、３ヶ月先まで予

約がとれないという人気ぶり。その理由は、昨年10月から韓国で放送されたテ

レビドラマの影響だそう。ドラマのロケ地のうち１ヵ所が雪景色となった秋田

県で、それを見て、ロケ地に行きたい！という人が増えたのだとか。 
 

 そういえば、韓国ドラマ「冬のソナタ」が日本で流行し、そのロケ地めぐり

をするツアーが大人気となりました。このブームをきっかけに、韓国の南怡島

や春川という地名を初めて知った人もかなりいるのではないでしょうか。 
 

 日本でも韓国でも、テレビドラマを見るのは男性より女性が圧倒的に多いと

思います。女性の心をくすぐる“仕掛け”ができれば、ドラマに限らず、ビジ

ネスチャンスになるかもしれません。【ｒ】 

「Seoul Food & Hotel 2010」 

出品企業募集のご案内 
 

 ジェトロでは韓国ソウルで開催さ

れる韓国最大規模の食品産業専門展

示会「Seoul Food & Hotel 2010」

に日本パビリオンを設置します。 
 

 韓国は健康志向の高まりや、毎年

200万人を越える日本への渡航者を

背景に、日本食品への市場が拡大し

つつあります。韓国への販路創出・

拡大の機会としてご参加下さい。 

 

★申込締切：2010年２月12日 

（定員に達し次第募集締め切り） 
 

★実施期間：2010年５月12～15日 
 

★会場：韓国国際展示場(KINTEX) 
 

★定員：16小間 
 

★詳細、申込はこちらから→ 

 http://www.jetro.go.jp/world/ 

 asia/events/20091224667-event 

中国向け水産食品の 

輸出ルール変更について 
 

 昨年11月、中国向け輸出水産食品

の取扱要領が改正されました。これ

により、水産食品の中国向け輸出に

係る施設登録申請や、衛生証明書発

行等の業務は、証明書発行機関にお

いて行うこととなりました。 
 

 中国向けに水産食品を輸出される

事業者の皆様はご注意下さい。 
 

★詳細、問合せはこちらから→ 

 http://www.toriton.or.jp/ 

→企業支援部・海外支援グループ 

→中国向け水産食品の輸出ルール変 

 更について 
 

＊本要領に基づく衛生証明書の発行 

 は、平成22年２月１日から実施さ 

 れます。 
 

＊本要領に基づく施設登録申請は、 

 平成21年12月14日から証明書発行 

 機関において受付を開始していま 

 す。 

「地域間交流支援（RIT）事業」 

新規案件募集のご案内 
 

 ジェトロは平成22年度の地域間交

流支援プログラムの案件募集を開始

します。本事業は、ジェトロの持つ

海外情報・ネットワークを駆使し、

日本各地の産業集積地の皆様ととも

に海外地域との産業交流活動を行

い、両地域・企業間の国際連携促進

や新製品・サービス開発などの新産

業創出を目指す団体を対象としてい

ます。 

 

★申込締切：2010年２月16日 
 

★詳細はこちらから→ 

 http://www.jetro.go.jp/news/ 

 announcement/20091216090-news 
 

★問合せ先 

  ジェトロ鳥取（担当：蒲田） 

 TEL：0857-52-4335 

 FAX：0857-52-4336 

お知らせ 


